
 

独立行政法人から関連法人への補助・取引等及び再就職の状況の概要（平成 25 年度） 
法人種別・名称事項 （関連公益法人等） 

労働関係法人厚生年金基金 
関連法人の業務概

要 
 

厚生年金保険法に基づき、加入員及びその遺族の生活の安定と福祉

の向上を図ることを目的として、加入員の老齢、死亡又は脱退につい

て給付を行っている。 
関連公益法人等の

受取補助金等（国

等）とその他の収益

の金額 

－ 

所有株式数、取得価

額、ＢＳ計上額 
－ 

関連公益法人等の

基本財産に対する

出えん、拠出、寄附

等、運営費、事業費

等に充てるため負

担した会費、負担金

等 

会費、負担金 1,434,776,019 円 
〔注１〕上記金額は、平成２５年４月１日～平成２６年３月３１日 
までの期間の金額である。 
〔注２〕当事業年度において負担した会費、負担金については、全額

掛金の事業主負担分である。 
 

関連公益法人等に

対する債権債務の

明細 

債務 未払金 111,113,150 円 
〔注〕上記金額は、平成２６年３月３１日現在の金額である。 

債務保証の明細 － 
事業収入と独立行

政法人の発注等に

係る金額・割合 

事業収入 35,970,818,282 円 
独法発注額 0 円（0％） 
〔注〕上記金額は、平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日まで

の期間の金額である。 
役員のうち独立行

政法人の役職員経

験者の人数と氏名

（独立行政法人で

の最終職名） 

７人 
渡延 忠（理事長代理）、木塚 欽也（総務部長）、 

井上 裕夫（総務部次長）、本橋 昇（東京職業訓練支援センター所長）、 

大越 謙太郎※（福島職業訓練支援センター）、松尾 雅之※（三重

職業訓練支援センター）、広本 和博※（九州職業能力開発大学校） 

〔注１〕当法人での最終職名は、独立行政法人高齢・障害者雇用支援

機構及び日本障害者雇用促進協会においてのものを含む。 
〔注２〕※印を付した者は、厚生年金保険法に基づき、基金加入員に

おいて互選した代議員から互選された者である。 

役員に就いている

退職公務員の状況 
－ 



 

法人種別・名称事項 （関連公益法人等） 
雇用支援機構健康保険組合 

関連法人の業務概

要 
健康保険法に基づき、組合員である被保険者の健康保険を管掌する

ことを目的とし、法定給付、付加給付及び保健事業を実施している。 
関連公益法人等の受

取補助金等（国等）と

その他の収益の金額 
－ 

所有株式数、取得価

額、ＢＳ計上額 
－ 

関連公益法人等の

基本財産に対する

出えん、拠出、寄附

等、運営費、事業費

等に充てるため負

担した会費、負担金

等 

会費、負担金 1,475,352,050 円 
〔注１〕上記金額は、平成２５年４月１日～平成２６年３月３１日 
までの期間の金額である。 
〔注２〕当事業年度において負担した会費、負担金については、全額

健康保険料の事業主負担分である。 
 

関連公益法人等に

対する債権債務の

明細 

債務 未払金 101,602,785 円 
〔注〕上記金額は、平成２６年３月３１日現在の金額である。 

債務保証の明細 － 
事業収入と独立行

政法人の発注等に

係る金額・割合 

事業収入 2,955,162,502 円 
独法発注額 0 円（0％） 
〔注〕上記金額は、平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日まで

の期間の金額である。 
役員のうち独立行

政法人の役職員経

験者の人数と氏名

（独立行政法人で

の最終職名） 

８人 
渡延 忠（理事長代理）、宮川 悦郎（監査室長）、木塚 欽也（総務

部長） 

赤松 伸一※（中国職業能力開発大学校附属島根職業能力開発短期大

学校）、小笠原 雅彦※（愛媛職業訓練支援センター）、上田 稔※（熊

本職業訓練支援センター）、藤森 康雅（経理部次長）、横山 真樹※

（北海道職業能力開発大学校） 
〔注１〕当法人での最終職名は、独立行政法人高齢・障害者雇用支援

機構及び日本障害者雇用促進協会においてのものを含む。 
〔注２〕※印を付した者は、健康保険法に基づき、被保険者である組

合員の互選した組合会議員から互選された者である。 

役員に就いている

退職公務員の状況 
 

－ 
法人種別・名称事項 （関連公益法人等） 



 

一般財団法人ＳＫ総合住宅サービス協会 
関連法人の業務概

要 
 

日本全国において広く住宅並びに暮らしに関する次の事業を行う。 

（１）住宅及び施設についての管理運営の受託 
（２）前号に係る住宅の居住者及び施設の利用者に対する利便の供与 
（３）住宅の賃貸及びそれに附帯する施設の管理運営 
（４）住生活の安定及び向上に関する調査、研究、広報宣伝 
（５）宅地建物取引業 
（６）労働者派遣事業 
（７）この法人の目的を達成するために必要なその他の事業 

関連公益法人等の

受取補助金等（国

等）とその他の収益

の金額 

受取補助金等 2,086,000 円 
その他の収益 17,088,332,374 円 
〔注〕上記金額は、平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日まで

の期間の金額である。 
所有株式数、取得価

額、ＢＳ計上額 
－ 

関連公益法人等の

基本財産に対する

出えん、拠出、寄附

等、運営費、事業費

等に充てるため負

担した会費、負担金

等 

－ 

関連公益法人等に対

する債権債務の明細 
債権 未収金 2,197,768,470 円  
債務 未払金 10,738,629 円  預り金 11,481,422 円 
〔注〕上記金額は、平成２６年３月３１日現在の金額である。 

債務保証の明細 － 
事業収入と独立行

政法人の発注等に

係る金額・割合 

事業収入 17,017,938,576 円 
独法発注額 13,289,692,582 円（78.1％） 
〔注〕上記金額は、平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日まで

の期間の金額である。 
役員のうち独立行政

法人の役職員経験者

の人数と氏名（独立行

政法人での最終職名） 

－ 

役員に就いている

退職公務員の状況 
－ 

 


